（第１号様式）

平成　　年　　月　　日

参　加　意　思　表　明　書

神奈川県知事　黒岩祐治　殿

事業者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　名称

　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名又は共同事業体名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の代表者の場合は、法人名も併記すること）

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　部署　氏名

太陽光発電設備の共同購入事業に係る公募型プロポーザル募集要項に基づき、参加意思表明書を提出します。

なお、募集要項「２　応募要件」をすべて満たしていることを誓約します。

（共同事業体の場合の構成事業者名）

	構成事業者名
	代表者名
	住所

	
	
	

	
	
	


（担当者連絡先）※共同事業体の場合は、代表事業者の担当者であること
　所属

　役職名　　　　　　　氏名

　電話番号／ファクシミリ番号

　メールアドレス

（第２号様式）

質　問　票

事業者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　名称

　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名又は共同事業体名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の代表者の場合は、法人名も併記すること）

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　部署　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（メールアドレス）

	質問内容

	

	

	

	


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

（第３号様式）
平成　　年　　月　　日

太陽光発電設備の共同購入事業に係る企画提案書

神奈川県知事　黒岩祐治　殿
事業者　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名又は共同事業体名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の代表者の場合は、法人名も併記すること）

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者　部署　氏名

　太陽光発電設備の共同購入事業に係る企画提案書を提出します。

○企画提案の内容（事業の実施体制等）などを次の項目により記入してください。
事業概要について
	（太陽光発電設備の共同購入事業の実施地域や実施方法、太陽光発電設備の導入見込み件数など、事業の概要（全体像）について記載すること。）


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。
（第３-１号様式）

１　事業の実施体制
	役割
	氏名
(所属部署・役職)
	予定従事者数
	経験・資格・能力等
	業務内容

	統括責任者
	
	
	
	

	プロジェクトリーダー
	
	
	
	

	施工検査業務責任者
	
	
	
	

	コールセンター
業務責任者
	
	
	
	

	サポート体制
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１：所属部署・役職については、共同事業体の場合は、法人名を記載すること。

注２：所属部署、役職については、再委託を行う場合は、再委託先の法人名、所属部署等を記載すること。
注３：予定従事者数については、再委託を行う場合は、再委託先の法人名を記載すること。
注４：サポート体制については、主体的に事業を行う実施体制以外に、事業をサポートできる体制が整っている場合には、その内容を記載すること。

注５：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注６：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。
　　
（第３-２号様式）
　　
２（１）事業の実績
	№
	法人名
	実施時期
	実施場所
	内容
	成果

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


注１：太陽光発電設備の共同購入事業又は類似の事業※について実績を記載すること。
　　　※太陽光発電システム（モジュール、集電箱（集電箱一体型パワーコンディショナーを含む）、パワーコンディショナー）の大量発注から納品までの一連の事業
注２：事業の成果を証するものがある場合は可能な範囲で資料添付すること。

注３：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
（２）実績を踏まえた優位性等
注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。
（第３-３号様式）

３　事業実施スケジュール

	平成31年
	平成32年

	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	　　
　
　　　　　　　　　　　　　　
	
	
	
	
	
	
	


注１：線表等を用いて、事業の開始から、完了までの事業実施スケジュールを具体的に記入すること。
注２：仕様書に記載された業務は漏れなく記載すること。
注３：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注４：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

　
（第３-４号様式）
４　広告宣伝について
	（県が行う広告宣伝とは別に、提案者が行う効果的な広告宣伝について、使用する媒体、実施方法、実施頻度等、具体的な提案をすること。）


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

（第３-５号様式）

５　太陽光発電設備の施工事業者の選定について
	（太陽光発電設備を安全かつ確実に設置できる施工事業者の選定について、必要となる基準（選定基準）の内容や公募から選定までの一連の流れ等、具体的な選定方法を提案すること。）


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

（第３-６号様式）
６　施工検査について
	（太陽光発電設備の設置、稼働に関する安全性等を担保することができる施工検査について、実施方法、実施頻度等、具体的な提案をすること。）


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

（第３-７号様式）

７　問合せ対応について
	（本事業に関する問合せや、苦情へ対応するためのコールセンターの設置について、問合せ方法（電話、インターネットメール）、稼働時間等、具体的な提案をすること。）


注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

（第３-８号様式）

８　リスク管理について
	（本事業を実施するに当たって想定されるリスクやその予防策、対応策について、具体的な提案をすること。）
（想定されるリスクの例）
· 本事業へ参加をして、太陽光発電設備の設置を希望される方が、設置の意向を辞退する(以下「辞退者」という)ことにより、施工事業者に余剰在庫が生じる。
· 支援事業者は、本事業への参加者数を想定して、施工事業者から得る手数料を算定するが、辞退者が多い場合には、見込んでいた利益を得ることができない等。



注１：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。

注２：本様式以外に補足説明のための資料添付は可とする。

（第４号様式）
太陽光発電設備の共同購入事業に係る事業者調書

○共同事業体の場合は、その名称を下記に記載すること。

【共同事業体の場合の名称】

	


【単独法人及び共同事業体の代表者】

	項目
	代表事業者
	構成事業者
	構成事業者

	事業者名
	
	
	

	所在地
	本社等
	
	
	

	
	本業務を受託する支社等
	
	
	

	代表者　

職・氏名
	
	
	

	担当者

職・氏名
	
	
	

	連絡先電話番号
	
	
	

	創業年・開設年
	
	
	

	資本金等
	
	
	

	従業員数
	
	
	

	事業内容
	
	
	


注１：各項目は、申込日現在で記載すること。
注２：記入欄が足りない場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
【添付資料】

１ 会社概要書（パンフレット等）

２ 商業登記簿謄本の写し
※共同事業体にあっては、構成事業者全ての資料が必要。
（第５号様式）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
誓　約　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　 事業者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 名称
　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名又は共同事業体名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　職　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業体の代表者の場合は、法人名も併記すること）
「太陽光発電設備の共同購入事業に係る公募型プロポーザル」に参加するにあたり、次の事項を誓約します。
１　地方自治法施行令第167条の４（契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を
得ない者）に該当しないこと。
２　神奈川県の指名停止措置を受けていないこと。
３　募集要項等に示す業務を履行する能力を有すること。
４　本事業または類似の事業※の実績があること。
※太陽光発電システム（モジュール、集電箱（集電箱一体型パワーコンディショナーを含む）、パワーコンディショナー）の大量発注から納品までの一連の事業
５　太陽光発電設備ついて精通していること。
６　次の要件を満たすこと。

· 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。

· 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にないこと。

· 暴力団の構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者を役員に含まないこと。

· 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けている者でないこと。

· ６ヶ月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。

· 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定がなされている者でないこと。

· 県税その他の租税を滞納していないこと。
７　単独で応募した法人は、他で応募する共同事業体の構成員にならないこと。

８　共同事業体の構成員は、単独での応募又は他の共同事業体の構成員として、重複して応募しないこと。

９　共同事業体で応募する場合は代表する法人を定めること。



印








印





（実績を踏まえた自社の優位性等がある場合には記載すること。）





スケジュールの記載例





ホームページの構築





コールセンター設置期間





広告宣伝





購入希望者の購入意思確認期間





施工事業者の選定





ホームページの運用





施工検査期間





施工期間








印








